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（百万円未満切捨て） 
１．１９年９月中間期の連結業績（平成１９年４月１日～平成１９年９月３０日） 
(1)連結経営成績                              （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円   ％ 百万円    ％

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

１１，３８２ (1.1) 
１１，２６２(△2.7) 

４３１(△22.8)
５５９(△35.3)

４４２(△31.0) 
６４１(△30.3) 

２０５(△45.0)
３７３ (73.6)

19 年 3 月期 ２７，４５１ －  ２，０９９  － ２，２３２  －  ９３２  － 
 

 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

  円 銭  円 銭

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

１９ ４０ 
３５ ３３ 

１９ ３７
３５ ２５

19 年 3 月期 ８８ １９ ８７ ９７

(参考) 持分法投資損益 19 年 9 月中間期 △ 2 百万円  18 年 9 月中間期 1 百万円  19 年 3 月期 0 百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

２８，４３３ 
２８，０５１ 

２３，９２３
２３，５５０

８４．１ 
８４．０ 

２，２５８ ３６
２，２２６ ４３

19 年 3 月期 ２９，８９７ ２３，９２８ ８０．０ ２，２５９ ７５
(参考) 自己資本  19 年 9 月中間期 23,923 百万円 18 年 9 月中間期 23,550 百万円 19 年 3 月期 23,928 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

１，３９５ 
１，７１６ 

△ １，２５４
△ ２０２

△ １８４ 
△ １７５ 

３，５９５
６，８６９

19 年 3 月期 ２，００９ △ ３，５４９ △ ３５２ ３，６３８
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

  円 銭  円 銭  円 銭

19 年 3 月期 １８ ００ １８ ００ ３６ ００

20 年 3 月期 １８ ００  

20 年 3 月期（予想）  １８ ００
３６ ００

 
３．２０年３月期の連結業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日） 

（％表示は対前期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％  円 銭

通 期 ２９，２００(6.4) ２，３８０(13.4) ２，４２０( 8.4) １，３５０( 44.8) １２７ ４９
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   無 

〔(注)詳細は、15 ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数(自己株式を含む) 19 年 9 月中間期 10,903,240 株 18 年 9 月中間期 10,903,240 株 
 19 年 3 月期   10,903,240 株 

②期末自己株式数          19 年 9 月中間期   309,944 株 18 年 9 月中間期   325,508 株 
 19 年 3 月期     314,324 株 

 (注) 1 株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、18 ページ「１株当
たり情報」をご覧ください。 

 
 
(参考)個別業績の概要 
 
１. １９年９月中間期の個別業績(平成１９年４月１日～平成１９年９月３０日) 
(1)個別経営成績                              （％表示は対前年中間期増減率） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益 

 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円      ％ 百万円      ％

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

１１，２６７ (1.0) 
１１，１５２ (0.8) 

２９４(△25.8)
３９６(△32.5)

４１２(△30.7) 
５９５(△20.7) 

２２７(△67.3)
６９５( 353.0)

19 年 3 月期 ２７，２１５ － １，７１９  － １，９８０  －  １，１５４  －  
 
 １株当たり中間 

（当期）純利益 

 円 銭 

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

２１ ４９ 
６５ ７６ 

19 年 3 月期 １０９ １１ 

 
(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

２６，６７８ 
２６，４１７ 

２２，４２１
２２，１２６

８４．０ 
８３．８ 

２，１１６ ６１
２，０９１ ７９

19 年 3 月期 ２８，１０５ ２２，４０４ ７９．７ ２，１１５ ８１
(参考) 自己資本 19 年 9 月中間期 22,421 百万円 18 年 9 月中間期 22,126 百万円 19 年 3 月期 22,404 百万円 
 
 
２．２０年３月期の個別業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日） 

（％表示は対前期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％  円 銭

通 期 ２９，０００(6.6) ２，０４０(18.7) ２，２００( 11.1) １，２６６( 9.7) １１９ ５６

 
 
 
 
 
 
 

※ 業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業

績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
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１．経営成績  

（１）経営成績に関する分析 

①当中間連結会計期間の概況 
当中間連結会計期間の国内経済は、内閣府の９月の月例経済報告では、基調判断は米国経済の  

減速懸念など先行き不安要因があるものの、「回復」と据え置かれました。 

間仕切業界におきましては、公共投資の減少、原材料価格の上昇や高止まり、販売価格競争等、

厳しい経営環境が続いておりますが、国内企業業績の改善や民間設備投資の増加を受けて、工場・

生産施設向け、事務所・オフィスビル向け、学校・体育施設向け等に間仕切需要の増加が見受けら

れました。 

このような情勢の中で、当社グループは積極的なコスト削減と営業拠点の新設（宮崎市、奈良市）

や「設計指定活動」を営業活動の中心に据えるとともに、「新規開拓活動」による新規優良顧客の開

拓を推進し、受注獲得に取組んでまいりました結果、当中間連結会計期間の受注高は前年同期比  

４．６％増加しました。 

これらのことから、当中間連結期は、官公庁向けは地方都市に於ける大型物件の庁舎、病院に加

えて郵政公社の民営化による需要が一時的に急増しました。一方、民間向けは、好調な企業収益の

改善を背景に工場・生産施設向けを中心に需要が堅調に推移したことにより、売上高は      

１１３億８２百万円（前中間連結会計期間比１．１％増）と増収となりました。 

利益面については、原材料価格の値上りや高止まりが続く中、グループ一丸となってコストダウ

ン活動に努めた結果、売上総利益率は３１．６％と前年同期並みを維持する事ができました。 

販売費及び一般管理費については、平成１９年６月に新東京物流センターの自社ビル（葛西臨海

地区、敷地 2,202 ㎡、鉄骨 4 階建、倉庫兼事務所、延床面積 4,314 ㎡）等の不動産取得に伴う諸経

費の増加と貸倒引当金繰入額が増加したことにより営業利益率、経常利益率とも低下しました。そ

の結果、経常利益は４億４２百万円（前中間連結会計期間比３１．０％減）、中間純利益は２億５百

万円（同４５．０％減）となりました。 

 

②品目別の状況 
当社グループ主力品目の可動間仕切は、民間需要を中心に事務所・オフィスビル向け、工場・生

産施設向けが堅調で前中間連結会計期間比０．８％増加しました。 

固定間仕切では、軽量ドアが福祉・厚生施設向けが増加、学校間仕切が大きく伸びて壁面化粧パ

ネルの前期の大型物件の反動からの減少をカバーして固定間仕切全体では、前中間連結会計期間比

６．０％の増加となりました。 

トイレブースは前期並みに堅調に推移しております。 

移動間仕切は、受注残高は３．７％増加しているものの、完工時期が下半期に集中している為、

前中間連結会計期間比９．０％の減少となりました。 

ロー間仕切も受注残高は２８．２％増加しているものの、売上高は前中間連結会計期間比７．３％

減少しました。 

品目別による売上高、受注高及び受注残高は次のとおりであります。 
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１）品目別売上高明細書 

（百万円未満切捨） 

当中間連結会計期間 

自平成１９年４月 １日 
至平成１９年９月３０日 

期 別

 

 

品 目 金  額 前中間連結会計期間比 

 百万円 ％ 

可 動 間 仕 切 ４，２８４ １００．８ 

固 定 間 仕 切 ２，９２７ １０６．０ 

ト イ レ ブ ー ス １，７９７ ９９．０ 

移 動 間 仕 切 １，２０７ ９１．０ 

ロ ー 間 仕 切 ４９０ ９２．７ 

そ の 他 ６７５ １１６．３ 

合  計 １１，３８２ １０１．１ 

 

 

２）品目別受注高及び受注残高 

（百万円未満切捨） 

当中間連結会計期間 

自 平成１９年４月 １日 

至 平成１９年９月３０日 

受 注 高 受注残高 

 

期 別 

 

 

 

 

品 目 金  額 
前中間連結

会計期間比
金  額 

前中間連結 

会計期間比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 

可 動 間 仕 切 ４，７５３ １０４．７ ２，２９０ ９７．４ 

固 定 間 仕 切 ４，４５３ １０９．３ ５，３０４ ９２．９ 

トイレブース ２，５６８ １０６．９ １，９１７ １０２．８ 

移 動 間 仕 切 １，７７４ ９９．２ １，９０９ １０３．７ 

ロ ー 間 仕 切 ５１４ ９７．２ １０９ １２８．２ 

そ の 他 ５２５ ８５．０ １３９ ５０．０ 

合   計 １４，５８９ １０４．６ １１，６７１ ９６．２ 

 

③通期の見通し 
今後の国内経済は、企業業績の回復とそれに伴う設備投資の増加をはじめ、雇用情勢の改善、個

人消費の持ち直しはありますが、高値圏にある原油価格や原材料の高騰に加え、国内金利の上昇懸

念等もあり、景気回復テンポも一段と緩やかになっていくものと考えられます。 

一方、サブプライムローン問題で揺れる米国経済や為替の動向等、内外経済に与える影響を充分

留意していく必要があるものと思われます。 

間仕切業界におきましては、企業収益の改善から民間設備投資の需要は引き続き旺盛であり、事

務所・オフィスビル向け、工場・生産施設向けは堅調に推移するものと考えられるものの、原材料

価格の動向や販売価格競争等、注視すべき状況が依然として続くと思われます。 

このような状況下において当社は、市場占有率アップによる業績向上を目指し、販売子会社の自

社拠点化の完了とこの数年来の営業拠点の新設により、これら新設拠点と既存営業拠点が一体とな

り業績拡大を進めてまいります。また、福祉・厚生施設向けを中心に、間仕切関連市場であるドア
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市場への拡販の為、「設計指定活動」による受注活動と「新規開拓活動」による新規優良顧客の開拓

を積極的に推進しながら、新製品の開発による他社との差別化と永年培った間仕切のノウハウを提

供し、受注に結びつけてまいります。 

なお、通期の見通しにつきましては、現時点では平成１９年４月１８日に公表しました業績予想

と変更はありません。 

 

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債、純資産の状況 
当中間連結会計期間末における資産総額は２８４億３３百万円となり、前中間連結会計期間末よ

り３億８１百万円増加いたしました。これは主に土地・建物取得による固定資産の増加によるもの

であります。 

負債総額は４５億９百万円となり、前中間連結会計期間末より８百万円増加いたしました。これ

は未払金等の増加による流動負債の増加と、退職給付引当金の増加及び前連結会計年度末より適用

しております役員退職慰労引当金を３億２１百万円固定負債へ計上したことによるものであります。 

また純資産につきましては、２３９億２３百万円となり、前中間連結会計期間末より３億７２百

万円の増加となりました。これは主として利益剰余金の増加によるものであります。 

②キャッシュ・フローの状況 
当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は３５億９５百万円

となり、前連結会計年度末より４３百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれ

らの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動により増加した資金は１３億９５百万円となりました。これは主に、税金等調整前中間

純利益４億３９百万円、減価償却費２億３９百万円、退職給付引当金の増加額６４百万円及び売上

債権の減少額３０億９０百万円等による増加と、棚卸資産の増加額７億３２百万円、仕入債務の減

少額４億９５百万円、役員退職慰労引当金の減少額３億２４百万円及び法人税等の支払額８億１２

百万円等による減少であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動により減少した資金は１２億５４百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取

得による支出１１億６３百万円及び無形固定資産の取得による支出５６百万円等による減少であり

ます。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動により減少した資金は１億８４百万円となりました。これは主に、配当金の支払額   

１億９０百万円の支出による減少及び自己株式の売却による収入５百万円の増加であります。 

③キャッシュ・フロー指標のトレンド 
 

第３７期 
平成 16 年 3 月期

第３８期 
平成 17 年 3 月期

第３９期 
平成 18 年 3 月期

第４０期 
平成 19 年 3 月期 

第４１期 
平成 19 年 9 月

中間期 

自己資本比率（％） ８２．８ ８１．８ ８４．６ ８０．０ ８４．１

時価ベースの自己資本比率（％） ７３．５ ７１．９ ９０．５ ６９．５ ６３．０

キャッシュ・フロー対 

有利子負債比率 
－ － － － －

インタレスト・カバレッジ・レシオ － － － － －

自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
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キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
 （中間期：有利子負債／営業キャッシュ・フロー×２） 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式除く）により算出しております。 
３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。 
４．当社は有利子負債及び利払いはありませんので、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及び 

インタレスト・カバレッジ・レシオについては記載しておりません。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

利益配分に関する基本的な考え方は、収益状況に対応した上で、株主還元の充実を図り、配当性向

３０％の達成を目標とするとともに、その一方で企業体質の強化、及び業容の拡大に備えて内部留保を

充実することも目標としております。この内部留保につきましては、業界内部における競争激化に対処

し、コスト競争力を高めるための設備投資等の資金需要に備えるためであり、将来的には収益の向上を

通じて株主の皆様に還元できるものと考えております。 

配当金については、この方針のもと当中間連結会計期間は販管費増大による前中間連結会計期間比

３１．０％の経常減益、中間純利益では前中間連結会計期間比４５．０％の減益となりましたが、当中

間期末配当については、当初予定通り１株当たり１８円００銭を予定しております。 

通期についても１株当たり３６円００銭の配当を予定しております。 

また、株主優待制度を設け、３月末現在の１単元以上の株主様に対しては当社オリジナルデザイン

図書カードを、９月末現在の１単元以上の株主様に対しては当社オリジナルデザインＱＵＯカードを贈

呈する制度を実施しております。 

なお、株主価値の向上と当社グループの業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的とし、平

成１５年６月２５日開催の株主総会決議に基づきストック・オプション制度を導入し、当社及び当社連

結子会社の取締役、監査役、従業員に対して平成１５年９月５日に新株予約権を発行しております。 

 

最近５年間の配当金の推移                            （単位：円） 

 第３７期 
平成 16 年 3 月期 

第３８期 
平成 17 年 3 月期

第３９期 
平成 18 年 3 月期

第４０期 
平成 19 年 3 月期 

第４１期 
平成 20 年 3 月期

中間配当 14.50 16.50 17.50 18.00 18.00 

期末配当（特・記） 17.50（3.00） 16.50 17.50 18.00 18.00（予定）

合計 32.00（3.00） 33.00 35.00 36.00 36.00（予定）

（注）期末配当金は特別配当、記念配当を含む金額であります。 

（４）事業等のリスク情報 

※最近の有価証券報告書（平成１９年６月２６日提出）から新たなリスクが顕在化していないため、  

記載を省略します。当該有価証券報告書は、次のＵＲＬからご覧頂くことができます。 

（当社ホームページ） 

http://www.komatsuwall.co.jp/ir/report/index.html 

（金融庁ＥＤＩＮＥＴホームページ） 

https://info.edinet.go.jp/EdiHtml/main.htm 

 

２．企 業 集 団 の 状 況           
 

※最近の有価証券報告書（平成１９年６月２６日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び   

「関係会社の状況」から重要な変更がないため、開示を省略いたします。 
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３．経  営  方  針  

（１）会社の経営の基本方針 
当社は、間仕切の専門メーカーとして、ビルの高層化・建物の工期短縮という建設業界の要請に即して、

受注から設計、製造、施工、サービスまでの自社一貫システムをもって、様々な新製品を社会に送り出し

高い評価を得てまいりました。今後においても当社の専門分野である間仕切関連製品を中心に、新製品の

開発、サービスの向上を通じて、着実な業容の拡大と安定した収益を継続して上げることにより、株主・

取引先・社員との共存共栄を図って社会への一層の貢献を行うことを経営指針として活動してまいります。 

（２）目標とする経営指標 
当社が目標としている経営指標は、売上高経常利益率１０％以上及び総資産経常利益率１０％以上であ

ります。これらは事業効率向上と株主価値の最大化を図るための資本効率の向上を目指したものであり、

連結・個別ともに継続的に達成できる体質を目指しております。この目標達成のために具体的には、徹底

した合理化、原価低減、効率の高い設備投資等により一人当たりの生産性を高めるとともに、創業時より

採用している小分割独立採算制度により、従業員一人ひとりが常に利益を意識した活動をしてまいりまし

た。また、利益増とともに総資産の圧縮を目指し、借入金返済、支払手形廃止、原材料、製品在庫等棚卸

資産の圧縮等を実施してまいりました。 

今後も目標達成に向けて諸施策を実施し、業績及び株主価値の向上を図ってまいりたいと存じます。 

（３）中長期的な会社の経営戦略 
今後の間仕切業界は、景気が回復してきているとはいえ、公共投資の減少傾向が定着し、厳しい受注競

争、価格競争が継続するものと考えられます。このような状況下においては、間仕切市場占有率のアップ

と間仕切関連製品であるドア市場への本格的な進出及び厳しい価格競争に耐えられるコスト競争力が不

可欠であり、当社は、着実な業容拡大と安定した収益確保のために、以下の中期経営計画を策定、実施し

てまいります。 

①営業力増強と販売網拡充を図るため、首都圏営業力強化と近畿、九州地区に営業拠点を新設します。

本年４月１日より奈良営業所、宮崎営業所を設置、営業開始しております。 

②生産体制の充実を図り、生産性向上及び協力工場を含めた生産ネットワークを強化してまいります。 

③今後も継続する高齢化社会に対応した製品、環境にやさしい製品を戦略製品と位置付け、新製品開発

に積極的に取組んでまいります。 

④本年９月１０日より東京都葛西臨海地区に東京物流センターを移転し、稼動いたしております。今後

の売上増大を踏まえて関東一円の物流、施工の効率化を図ってまいります。 

（４）会社の対処すべき課題 
当社では、収益重視の経営を基本とし、今後も高い収益を維持しながら業績拡大に努めてまいります。

また、管理体制面では、内部統制の整備・運用を図るとともに、コーポレート・ガバナンスの充実・強化

に努めてまいります。 

（５）その他、会社の経営上重要な事項 
該当事項はありません。 
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４．中間連結財務諸表  
（１）中間連結貸借対照表 

（百万円未満切捨） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

 

（平成 18 年 9 月 30 日） （平成 19 年 9 月 30 日） （平成 19 年 3 月 31 日） 

区分 金 額 
構成比

（％）
金 額 

構成比

（％） 
金 額 

構成比

（％）

（ 資 産 の 部 ）    

Ⅰ流 動 資 産    

１． 現 金 及 び 預 金  6,869 6,895   6,938

２． 受取手形及び売掛金  6,302 6,203   9,345

３． 棚 卸 資 産  3,574 2,964   2,231

４． そ の 他  375 441   463

 貸 倒 引 当 金  △ 22 △ 20   △ 35

 流 動 資 産 合 計  17,100 61.0 16,483 58.0  18,944 63.4

Ⅱ固 定 資 産    

１． 有 形 固 定 資 産    

（１）建物及び構築物 5,155 5,434  5,153 

（２）機械装置及び運搬具 2,696 2,729  2,718 

（３）土 地 2,963 3,835  2,980 

（４）そ の 他 858 865  859 

 減価償却累計額 △5,131 6,542 23.3 △5,450 7,415 26.1 △5,310 6,402 21.4

２． 無 形 固 定 資 産  318 1.1 290 1.0  290 1.0

３． 投資その他の資産    

（１）投 資 有 価 証 券 719 625  669 

（２）保 険 積 立 金 2,928 2,919  2,848 

（３）そ の 他 526 788  786 

貸 倒 引 当 金 △ 85 4,089 14.6 △ 89 4,243 14.9 △ 43 4,260 14.2

 固 定 資 産 合 計  10,951 39.0 11,950 42.0  10,953 36.6

 資 産 合 計  28,051 100.0 28,433 100.0  29,897 100.0
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（百万円未満切捨） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

 

 
（平成 18 年 9 月 30 日） （平成 19 年 9 月 30 日） （平成 19 年 3 月 31 日） 

区分 金 額 
構成比

（％）
金 額 

構成比

（％） 
金 額 

構成比

（％）

（ 負 債 の 部 ）    

Ⅰ流 動 負 債     

１． 買 掛 金  1,288 1,253   1,749

２． 未 払 金  538 618   603

３． 未 払 法 人 税 等  307 67   799

４． 前 受 金  915 621   381

５. 賞 与 引 当 金  643 667   738

６. そ の 他  112 109   275

 流 動 負 債 合 計  3,806 13.5 3,337 11.8  4,547 15.2

Ⅱ固 定 負 債    

１． 退 職 給 付 引 当 金  690 840   776

２． 役員退職慰労引当金  ― 321   645

３． そ の 他  4 10   ―

 固 定 負 債 合 計  694 2.5 1,171 4.1  1,421 4.8

 負 債 合 計  4,501 16.0 4,509 15.9  5,969 20.0

（ 純 資 産 の 部 ）    

Ⅰ株 主 資 本    

１． 資 本 金  3,099 11.1 3,099 10.9  3,099 10.4

２． 資 本 剰 余 金  3,031 10.8 3,031 10.7  3,031 10.1

３． 利 益 剰 余 金  17,776 63.4 18,155 63.9  18,141 60.7

４． 自 己 株 式  △ 492 △1.8 △ 469 △ 1.7  △ 475 △1.6

 株 主 資 本 合 計  23,414 83.5 23,817 83.8  23,797 79.6

Ⅱ評価・換算差額等    

１． その他有価証券評価差額金  135 106   130

 評価・換算差額等合計  135 0.5 106 0.3  130 0.4

 純 資 産 合 計  23,550 84.0 23,923 84.1  23,928 80.0

 負 債 純 資 産 合 計  28,051 100.0 28,433 100.0  29,897 100.0
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（２）中間連結損益計算書 
（百万円未満切捨） 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成 18 年 4月 1日 

 至 平成 18 年 9月 30 日）

当中間連結会計期間 
（自 平成 19 年 4月 1日 

 至 平成 19 年 9月 30 日） 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 
（自 平成 19 年 4月 1日 

  至 平成 19年 3月 31日）

区分 金  額 
百分比

（％）
金  額 

百分比 

（％） 
金  額 

百分比

（％）

Ⅰ 売上高  11,262 100.0 11,382 100.0  27,451 100.0

Ⅱ 売上原価  7,727 68.6 7,781 68.4  19,133 69.7

売上総利益  3,534 31.4 3,601 31.6  8,318 30.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費  2,975 26.4 3,169 27.8  6,218 22.7

営業利益  559 5.0 431 3.8  2,099 7.6

Ⅳ 営業外収益    

1.受取利息 0 12  6 

2.受取配当金 4 4  7 

3.受取保険金 75 0  120 

4.受取家賃 0 －  － 

5.受取手数料 2 －  － 

6.その他 6 89 0.8 6 24 0.2 13 148 0.5

Ⅴ 営業外費用    

1.売上割引 7 11  15 

2.持分法による投資損失 － 2  － 

3.その他 － 7 0.1 0 13 0.1 0 15 0.0

経常利益  641 5.7 442 3.9  2,232 8.1

Ⅵ 特別利益    

1.補助金収入 62 －  62 

2.その他 － 62 0.5 － － － － 62 0.3

Ⅶ 特別損失    

1.固定資産売却損 － 0  － 

2.固定資産除却損 0 2  2 

3.過年度役員退職慰労
引当金繰入額 － 0 0.0 － 2 0.0 597 600 2.2

税金等調整前中間 

（当期）純利益 
 702 6.2 439 3.9  1,693 6.2

法人税、住民税及び事業税 292 88  1,112 

法人税等調整額 35 328 2.9 145 234 2.1 △ 351 760 2.8

中間（当期）純利益  373 3.3 205 1.8  932 3.4
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（３）中間連結株主資本等変動計算書 
 

前中間連結会計期間（自 平成 18 年 4 月 1 日 至 平成 18 年 9 月 30 日）            （百万円未満切捨） 

株主資本 
評価・換算

差額等 

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 

合計 

そ の 他

有 価 証 券

評価差額金

純資産合計

平成 18 年 3月 31 日残高 3,099 3,031 17,654 △ 504 23,281 174 23,456

中間連結会計期間中の変動額   

剰余金の配当（注） ― ― △ 184 ― △ 184 ― △ 184

役員賞与（注） ― ― △ 65 ― △ 65 ― △ 65

中間純利益 ― ― 373 ― 373 ― 373

自己株式の取得 ― ― ― △ 0 △ 0 ― △ 0

自己株式の処分 ― ― △ 2 12 9 ― 9

株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の 

変動額（純額） 

― ― ― ― ― △ 39 △ 39

中間連結会計期間中の 

変動額合計 
― ― 121 11 133 △ 39 94

平成 18 年 9 月 30 日残高 3,099 3,031 17,776 △ 492 23,414 135 23,550

（注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

 

当中間連結会計期間（自 平成 19 年 4 月 1 日 至 平成 19 年 9 月 30 日）            （百万円未満切捨） 

株主資本 
評価・換算

差額等 

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 

合計 

そ の 他

有 価 証 券

評価差額金

純資産合計

平成 19 年 3月 31 日残高 3,099 3,031 18,141 △ 475 23,797 130 23,928

中間連結会計期間中の変動額   

剰余金の配当 ― ― △ 190 ― △ 190 ― △ 190

中間純利益 ― ― 205 ― 205 ― 205

自己株式の取得 ― ― ― △ 0 △ 0 ― △ 0

自己株式の処分 ― ― △ 1 6 5 ― 5

株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の 

変動額（純額） 

― ― ― ― ― △ 24 △ 24

中間連結会計期間中の 

変動額合計 
― ― 13 6 20 △ 24 △ 4

平成 19 年 9 月 30 日残高 3,099 3,031 18,155 △ 469 23,817 106 23,923
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前連結会計年度（自 平成 18 年 4 月 1 日 至 平成 19 年 3 月 31 日）              （百万円未満切捨） 

株主資本 
評価・換算

差額等 

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 

合計 

そ の 他

有 価 証 券

評価差額金

純資産合計

平成 18 年 3月 31 日残高 3,099 3,031 17,654 △ 504 23,281 174 23,456

連結会計年度中の変動額   

剰余金の配当（注） ― ― △ 184 ― △ 184 ― △ 184

剰余金の配当 ― ― △ 190 ― △ 190 ― △ 190

役員賞与（注） ― ― △ 65 ― △ 65 ― △ 65

当期純利益 ― ― 932 ― 932 ― 932

自己株式の取得 ― ― ― △ 0 △ 0 ― △ 0

自己株式の処分 ― ― △ 5 29 23 ― 23

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額

（純額） 

― ― ― ― ― △ 43 △ 43

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 486 28 515 △ 43 471

平成 19 年 3 月 31 日残高 3,099 3,031 18,141 △ 475 23,797 130 23,928

（注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
（百万円未満切捨） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 期    別 

項    目 
（自 平成 18 年 4 月 1 日

至 平成 18 年 9月 30 日）

（自 平成 19 年 4 月 1 日 

至 平成 19 年 9月 30 日） 
（自 平成 18 年 4 月 1 日

至 平成 19 年 3月 31 日)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間（当期）純利益 ７０２ ４３９ １，６９３ 

減価償却費 ２４５ ２３９ ４９９ 

貸倒引当金の増減額（△：減少） ０ ３１ △ ２８ 

受取利息及び受取配当金 △ ４ △ １７ △ １３ 

売上債権の増減額（△：増加） １，６７６ ３，０９０ △ １，３２０ 

棚卸資産の増減額（△：増加） △ １，０４０ △ ７３２ ３０３ 

仕入債務の増減額（△：減少） △ ３９５ △ ４９５ ６５ 

未払金の増減額（△：減少） △ ４３ △ １９ １８ 

前受金の増減額（△：減少） ５００ ２３９ △ ３３ 

退職給付引当金の増減額（△：減少） ７５ ６４ １６１ 

役員退職慰労引当金の増減額（△：減少） ― △ ３２４ ６４５ 

役員賞与の支払額 △ ６５ ― △ ６５ 

その他（純額） １６３ △３１４ ５１２ 

小  計 １，８１５ ２，２０１ ２，４３９ 

利息及び配当金の受取額 ４ ６ ７ 

法人税等の支払額 △ １０３ △ ８１２ △ ４３８ 

営業活動によるキャッシュ・フロー １，７１６ １，３９５ ２，００９ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 ― ― △ ３，３００ 

有形固定資産の取得による支出 △ １３９ △ １，１６３ △ １９９ 

有形固定資産の売却による収入 ― ０ ― 

無形固定資産の取得による支出 △ ４３ △ ５６ △ ６９ 

投資有価証券の取得による支出 △ ２０ △ ０ △ ２５ 

投資有価証券の売却による収入 ― ― ４６ 

その他（純額） ０ △ ３４ △ ０ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２０２ △ １，２５４ △ ３，５４９ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出 △ ０ △ ０ △ ０ 

自己株式の売却による収入 ９ ５ ２３ 

配当金の支払額 △ １８４ △ １９０ △ ３７５ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ １７５ △ １８４ △ ３５２ 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 １，３３８ △ ４３ △ １，８９２ 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ５，５３１ ３，６３８ ５，５３１ 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高 
６，８６９ ３，５９５ ３，６３８ 
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（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 
次に示す子会社全社を連結の範囲に含めております。 

小松ウオールサービス株式会社、小松プロテクター株式会社、小松ウォールシステム開発株式会社 

２．持分法の適用に関する事項 
次に示す関連会社に持分法を適用しております。 

株式会社パッセルインテグレーション 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と同一であります。 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの ・・・中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 

時価のないもの ・・・移動平均法による原価法 

②棚卸資産 

製品、仕掛品及び未成工事・・・個別法による原価法 

原 材 料   ・・・移動平均法による原価法 

貯 蔵 品   ・・・最終仕入原価法 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産 ・・・ 定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法 

主な耐用年数は以下のとおり 

建物及び構築物   ７～５０年 

機械装置及び運搬具 ４～１４年 

②無形固定資産 ・・・ 利用可能期間（５年）に基づく定額法 

（ソフトウエア） 

（３）重要な引当金の計上基準 
①貸 倒 引 当 金        ・・・ 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

②賞 与 引 当 金        ・・・ 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

③退職給付引当金 ・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から会計処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により会計処理しております。 
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④役員退職慰労引当金・・ 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく中間

期末要支給額を計上しております。 

（追加情報） 

当社及び連結子会社の役員退職慰労金は、前中間連結会計期間は支出時の

費用として処理しておりましたが、前連結会計年度の下期において内規に基

づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しており

ます。 

この結果、前中間連結会計期間は、前連結会計年度と同じ方法によった場

合と比べ、営業利益及び経常利益は３３百万円、税金等調整前中間純利益は

６３０百万円それぞれ多く計上されております。 

（４）重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（５）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。  

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

（６）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

１．有形固定資産の減価償却の方法 
法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成１９年４月１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これによる損益に与え

る影響額は軽微であります。 

（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方法の適用により、取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会

計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。これによる損益に与える影響額は軽微であります。 

 

（７）表示方法の変更 

（中間連結損益計算書関係） 
前中間連結会計期間において、区分掲記しておりました「受取家賃」（当中間連結会計期間０百万円）、

「受取手数料」（当中間連結会計期間２百万円）及び「投資事業組合出資損失」（当中間連結会計期間

０百万円）は、それぞれ営業外収益の総額あるいは営業外費用の総額の１００分の１０以下であるた

め、当中間連結会計期間より営業外収益の「その他」及び営業外費用の「その他」に含めて表記する

ことといたしました。 

 



小松ウオール工業(株)（7949）平成 20 年３月期中間決算短信 

－１６－ 

（８）中間連結財務諸表に関する注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

１．中間連結会計期間（連結会計年度）末日満期手形 
中間連結会計期間（連結会計年度）末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。なお、当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度

の末日は金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間（連結会計年度）末日満期手形を満期

日に決済が行われたものとして処理しております。 

 

 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

 百万円 百万円 百万円

受取手形 ２２７ ２４２ １７９ 

（中間連結損益計算書関係） 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 
 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 百万円 百万円 百万円

荷造運搬費 ３６５ ３５０ ７６５ 

退職給付費用 １３１ １２４ ２６６ 

役員報酬 ８７ ９２ １７７ 

給与・賞与手当 ９５１ １，０２０ ２，２８５ 

賞与引当金繰入額 ３４１ ３６１ ４２２ 

減価償却費 １０８ １０７ ２２１ 

役員退職慰労引当金繰入額 ― ３３ ４７ 

貸倒引当金繰入額 １ ３６ ２８ 

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 
当中間連結会計期間（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 19 年 9 月 30 日） 

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 発行済株式 自己株式 

株式の種類 普通株式 普通株式 

前連結会計年度末株式数 10,903,240 株 314,324 株 

増加株式数 ― 120 株 

減少株式数 ― 4,500 株 

当中間連結会計期間末株式数 10,903,240 株 309,944 株 
（注） １．自己株式の増加数の内訳 

 単元未満株式の買取による増加 120 株

 ２．自己株式の減少数の内訳 

 ストック・オプションの権利行使に伴う自己株式の処分による減少 4,500 株

２．配当に関する事項 
（１）配当支払金額 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成19年6月26日 

定時株主総会 
普通株式 190 百万円 18.00 円 平成19年3月31日 平成19年6月27日

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後と

なるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年10月11日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 190 百万円 18.00 円 平成19年9月30日 平成19年11月27日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記され

ている科目の金額との関係 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 百万円 百万円 百万円

現金及び預金勘定 ６，８６９ ６，８９５ ６，９３８ 

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
－ △ ３，３００ △ ３，３００ 

現金及び現金同等物 ６，８６９ ３，５９５ ３，６３８ 

 

（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 
前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、当社グループが営む

事業は、単一であるため「事業の種類別セグメント情報」の記載を行っておりません。 

２．所在地別セグメント情報 
前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、在外連結子会社及び

在外支店がないため該当ありません。 

３．海外売上高 
前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、海外売上高がないた

め該当事項はありません。 

（リース取引） 
中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの                    （百万円未満切捨） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

中間連結貸借 中 間 連 結 貸 借 連 結 貸 借 対

期 別 

 

種 類 取 得 原 価 
対照表計上額

差額 取 得 原 価
対 照 表 計 上 額

差 額 取得原価 
照 表 計 上 額

差額 

株  式 281 488 206 282 440 158 281 478 198

債  券 － － － － － － － － －

そ の 他     23 44 20 23 42 19 23 44 22

合計 304 532 227 304 482 178 304 524 219

（注）有価証券の減損にあたっては、当中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べて  

３０％以上下落した場合には「著しく下落した」ものとし、５０％以上下落したものについて

は減損処理を行っております。また、３０％以上５０％未満下落したものについては、時価の

推移及び発行会社の財政状態等を勘案して回復可能性を判断し、回復する見込みがあると認め

られる場合を除き減損処理を行っております。 

 

２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）計上額 
 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

 百万円 百万円 百万円

その他有価証券    

 非上場株式 １６７ １２６ １２６ 

 投資事業有限責任組合出資金 ４ ３ ４ 
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（デリバティブ取引関係） 
前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度 

当社グループにおいて、デリバティブ取引は全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

（ストック・オプション等） 
当中間連結会計期間 

該当事項はありません。 

（企業結合関係） 
当中間連結会計期間 

該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報） 
 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 
自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 9 月 30 日

自 平成 19 年 4 月 1 日 

至 平成 19 年 9 月 30 日 

自 平成 18 年 4 月 1 日

至 平成 19 年 3月 31 日

 円  銭  円  銭
1 株当たり純資産額 2,226 43 2,258 36 2,259 75 

1 株当たり中間（当期）純利益額 35 33 19 40 88 19 

潜在株式調整後 1株当たり 
中間（当期）純利益額 

35 25 19 37 87 97 

 

（注）１．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 
自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 9 月 30 日

自 平成 19 年 4 月 1 日 

至 平成 19 年 9 月 30 日 

自 平成 18 年 4 月 1 日

至 平成 19 年 3 月 31 日

1 株当たり中間（当期）純利益額  

中間（当期）純利益 

（百万円） 
373 205 932 

普通株主に帰属しない金額

（百万円） 
― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）

純利益    （百万円） 
373 205 932 

普通株式の期中平均株式数

（株） 
10,574,225 10,591,470 10,577,981 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額 

（百万円） 
― ― ― 

普通株式増加数   （株） 25,571 15,223 26,462 

（うち新株予約権） （株） 25,571 15,223 26,462 

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利益の
算定に含めなかった潜在株
式の概要 

― ― ― 
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２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

 （平成 18 年 9 月 30 日） （平成 19 年 9 月 30 日） （平成 19 年 3 月 31 日）

純資産の部の合計額（百万円） 23,550 23,923 23,928 

純資産の部の合計額から控除

する金額     （百万円） 
― ― ― 

普通株式に係る中間期末 

（期末）の純資産額（百万円） 
23,550 23,923 23,928 

１株当たり純資産額の算定に
用いられた中間期末（期末）
の普通株式の数    （株） 

10,577,732 10,593,296 10,588,916 

 

 

（重要な後発事象） 
当中間連結会計期間 

該当事項はありません。 
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５．中間個別財務諸表  
（１）中間貸借対照表 

（百万円未満切捨） 

 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度の要約貸借対照表

 （平成 18 年 9 月 30 日） （平成 19 年 9 月 30 日） （平成 19 年 3 月 31 日） 

区分 金 額 
構成比

（％） 金 額 
構成比

（％） 金 額 
構成比

（％）

（ 資 産 の 部 ）    

Ⅰ 流 動 資 産    

１． 現 金 及 び 預 金  6,008 5,922   5,935

２． 受 取 手 形  2,969 2,553   3,165

３． 売 掛 金  3,292 3,605   6,146

４． 棚 卸 資 産  3,600 2,972   2,231

５． そ の 他  310 383   402

 貸 倒 引 当 金  △ 22 △ 20   △ 35

 流 動 資 産 合 計  16,158 61.2 15,417 57.8  17,846 63.5

Ⅱ 固 定 資 産    

１． 有 形 固 定 資 産    

（１）建 物 2,138 2,292  2,079 

（２）土 地 2,567 3,439  2,583 

（３）そ の 他 1,155 5,861 1,022 6,753  1,065 5,728

２． 無 形 固 定 資 産  330 310   315

３． 投資その他の資産    

（１）保 険 積 立 金 2,905 2,891  2,821 

（２）そ の 他 1,245 1,395  1,437 

貸 倒 引 当 金 △ 85 4,065 △ 89 4,197  △ 43 4,214

 固 定 資 産 合 計  10,258 38.8 11,261 42.2  10,259 36.5

 資 産 合 計  26,417 100.0 26,678 100.0  28,105 100.0
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（百万円未満切捨） 

 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度の要約貸借対照表

 （平成 18 年 9 月 30 日） （平成 19 年 9 月 30 日） （平成 19 年 3 月 31 日） 

区分 金 額 
構成比

（％）
金 額 

構成比

（％） 
金 額 

構成比

（％）

（ 負 債 の 部 ）    

Ⅰ 流 動 負 債     

１． 買 掛 金  1,391 1,351   1,880

２． 未 払 金  488 562   539

３． 未 払 法 人 税 等  240 16   713

４. 賞 与 引 当 金  554 576   644

５. そ の 他  999 704   619

 流 動 負 債 合 計  3,674 13.9 3,211 12.1  4,397 15.7

Ⅱ 固 定 負 債    

１． 退 職 給 付 引 当 金  616 754   697

２． 役員退職慰労引当金  ― 280   606

３． そ の 他  ― 10   －

 固 定 負 債 合 計  616 2.3 1,045 3.9  1,304 4.6

 負 債 合 計  4,290 16.2 4,257 16.0  5,701 20.3

（ 純 資 産 の 部 ）    

Ⅰ 株 主 資 本    

１． 資 本 金  3,099 11.7 3,099 11.6  3,099 11.0

２． 資 本 剰 余 金    

(１) 資本準備金 3,031 3,031 11.5 3,031 3,031 11.4 3,031 3,031 10.8

３． 利 益 剰 余 金    

(１) 利益準備金 301 301  301 

(２) その他利益剰余金    

特別償却準備金 4 2  2 

固定資産圧縮積立金 118 117  117 

別途積立金 14,986 14,986  14,986 

繰越利益剰余金 945 1,249  1,213 

その他利益剰余金合計 16,055 16,356 61.9 16,355 16,657 62.4 16,320 16,621 59.2

４． 自 己 株 式  △ 492 △1.8 △ 469 △1.8  △ 475 △1.7

 株 主 資 本 合 計  21,995 83.3 22,319 83.6  22,277 79.3

Ⅱ 評価・換算差額等    

１． その他有価証券評価差額金  131 102   127

 評価・換算差額等合計  131 0.5 102 0.4  127 0.4

 純 資 産 合 計  22,126 83.8 22,421 84.0  22,404 79.7

 負 債 純 資 産 合 計  26,417 100.0 26,678 100.0  28,105 100.0
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（２）中間損益計算書 
（百万円未満切捨） 

 

前中間会計期間 
（自 平成 18 年 4月 1日 

 至 平成 18 年 9月 30 日）

当中間会計期間 
（自 平成 19 年 4月 1日 

 至 平成 19 年 9月 30 日） 

前事業年度の要約損益計算書

（自 平成 19 年 4月 1日 

至 平成 19 年 3月 31 日）

区分 金  額 
百分比

（％）
金  額 

百分比 

（％） 
金  額 

百分比

（％）

Ⅰ 売上高  11,152 100.0 11,267 100.0  27,215 100.0

Ⅱ 売上原価  7,942 71.2 7,964 70.7  19,607 72.0

売上総利益  3,209 28.8 3,303 29.3  7,607 28.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費  2,812 25.2 3,008 26.7  5,888 21.7

営業利益  396 3.6 294 2.6  1,719 6.3

Ⅳ 営業外収益  206 1.8 129 1.2  277 1.0

Ⅴ 営業外費用  7 0.1 11 0.1  15 0.0

経常利益  595 5.3 412 3.7  1,980 7.3

Ⅵ 特別利益  366 3.3 － －  366 1.3

Ⅶ 特別損失  0 0.0 2 0.1  568 2.1

税引前中間（当期）純利益  961 8.6 410 3.6  1,778 6.5

法人税、住民税及び事業税 225 38  953 

法人税等調整額 40 266 2.4 144 182 1.6 △ 328 624 2.3

中間（当期）純利益  695 6.2 227 2.0  1,154 4.2
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（３）中間株主資本等変動計算書 
前中間会計期間（自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 18 年 9 月 30 日）              （百万円未満切捨） 

株主資本 
評価・換算

差額等

利益剰余金 資本 

剰余金 その他利益剰余金  

 

資本金
資本 

準備金 

利益 

準備金
特別償却

準備金

固定資産

圧縮積立金

別途 

積立金

繰越利益 

剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 

そ の 他

有 価 証 券

評価差額金

平成18年 3月 31日

残高 
3,099 3,031 301 11 79 14,486 1,026 △ 504 21,532 169

中間会計期間中の 

変動額 
   

剰余金の配当 － － － － － － △ 184 － △ 184 －

役員賞与 － － － － － － △ 56 － △ 56 －

中間純利益 － － － － － － 695 － 695 －

自己株式の取得 － － － － － － － △ 0 △ 0 －

自己株式の処分 － － － － － － △ 2 12 9 －

特別償却準備金の 

取崩（前期分） 
－ － － △ 4 － － 4 － － －

固定資産圧縮積立金

の積立（前期分） 
－ － － － 4 － △ 4 － － －

固定資産圧縮積立金

の取崩（前期分） 
－ － － － △ 1 － 1 － － －

別途積立金の積立 

（前期分） 
－ － － － － 500 △ 500 － － －

特別償却準備金の 

取崩（前中間分） 
－ － － △ 2 － － 2 － － －

固定資産圧縮積立金

の積立（前中間分） 
－ － － － 36 － △ 36 － － －

固定資産圧縮積立金

の取崩（前中間分） 
－ － － － △ 0 － 0 － － －

株主資本以外の項目

の前中間会計期間中

の変動額（純額） 

－ － － － － － － － － △ 37

中間会計期間中の 
変動額合計 

－ － － △ 7 39 500 △ 80 11 463 △ 37

平成 18年 9月 30日
残高 3,099 3,031 301 4 118 14,986 945 △ 492 21,995 131
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当中間会計期間（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 19 年 9 月 30 日）              （百万円未満切捨） 

株主資本 
評価・換算

差額等

利益剰余金 資本 

剰余金 その他利益剰余金  

 

資本金
資本 

準備金 

利益 

準備金
特別償却

準備金

固定資産

圧縮積立金

別途 

積立金

繰越利益 

剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 

そ の 他

有 価 証 券

評価差額金

平成19年 3月 31日

残高 
3,099 3,031 301 2 117 14,986 1,213 △ 475 22,277 127

中間会計期間中の 

変動額 
   

剰余金の配当 － － － － － － △ 190 － △ 190 －

中間純利益 － － － － － － 227 － 227 －

自己株式の取得 － － － － － － － △ 0 △ 0 －

自己株式の処分 － － － － － － △ 1 6 5 －

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － － △ 24

中間会計期間中の 
変動額合計 

－ － － － － － 35 6 42 △ 24

平成 19年 9月 30日
残高 3,099 3,031 301 2 117 14,986 1,249 △ 469 22,319 102
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前事業年度（自 18 年 4月 1 日 至 平成 19 年 3月 31 日）               （百万円未満切捨） 

株主資本 
評価・換算

差額等

利益剰余金 資本 

剰余金 その他利益剰余金 

 

資本金 
資本 

準備金 

利益 

準備金
特別償却

準備金

固定資産

圧縮積立金

別途 

積立金

繰越利益 

剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 

そ の 他

有 価 証 券

評価差額金

平成18年3月31日残高 3,099 3,031 301 11 79 14,486 1,026 △ 504 21,532 169

事業年度中の変動額 
   

剰余金の配当

（注） － － － － － － △ 184 － △ 184 －

剰余金の配当 － － － － － － △ 190 － △ 190 －

役員賞与（注） － － － － － － △ 56 － △ 56 －

当期純利益 － － － － － － 1,154 － 1,154 －

自己株式の取得 － － － － － － － △ 0 △ 0 －

自己株式の処分 － － － － － － △ 5 29 23 －

特別償却準備金 

の取崩（注） － － － △ 4 － － 4 － － －
固定資産圧縮 

積立金の積立

（注） － － － － 4 － △ 4 － － －
固定資産圧縮 

積立金の取崩 

（注） － － － － △ 1 － 1 － － －

別途積立金の 
積立（注） － － － － － 500 △ 500 － － －

特別償却準備金
の取崩 － － － △ 4 － － 4 － － －

固定資産圧縮分 
積立金の積立 － － － － 36 － △ 36 － － －

固定資産圧縮分 
積立金の取崩 － － － － △ 1 － 1 － － －
株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額 
（純額） 

－ － － － － － － － － △ 42

事業年度中の 
変動額合計 － － － △ 9 38 500 187 28 744 △ 42

平成19年3月31日残高 
3,099 3,031 301 2 117 14,986 1,213 △ 475 22,277 127

（注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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（４）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．資産の評価基準及び評価方法 
①棚卸資産 

製品、仕掛品及び未成工事 ・・・ 個別法による原価法 

原 材 料 ・・・ 移動平均法による原価法 

貯 蔵 品 ・・・ 最終仕入原価法 

②有価証券 

子会社株式 ・・・ 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの ・・・ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 
①有形固定資産 ・・・定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法 

主な耐用年数は以下のとおり 

 建物 ８～５０年 

②無形固定資産 ・・・ 利用可能期間（５年）に基づく定額法 
（ソフトウエア） 

３．引当金の計上基準 
①貸 倒 引 当 金・・・ 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

②賞 与 引 当 金・・・ 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

③退職給付引当金・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれの発生の

翌事業年度から会計処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により発生した事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

④役員退職慰労引当金・・役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金の内規に基づく中

間期末要支給額を計上しております。 

（追加情報） 

当社の役員退職慰労金は、前中間会計期間は支出時の費用として処理して

おりましたが、前事業年度の下期において内期に基づく期末要支給額を役員

退職慰労引当金として計上する方法に変更しております。 

この結果、前中間会計期間は、前事業年度と同じ方法によった場合と比べ、

営業利益及び経常利益は２７百万円、税引前中間純利益は５９２百万円それ

ぞれ多く計上されております。 
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４．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．消費税等の会計処理方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（５）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

１．有形固定資産の減価償却の方法 
法人税法の改正に伴い、当中間会計期間より、平成１９年４月１日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これによる損益に与える影

響額は軽微であります。 

（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方法の適用により、取得価額の５％に到達した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。これによる損益に与える影響額は軽微であります。 

 

 

以上 


